
第１回東神楽町地域自治推進条例
策定検討委員会
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【背景】
近年の多様化、複雑化する地域の課題は、地域のことをよく知る住民が、地域の特性に応じて主体的に取り

組み、行政がその取り組みを支援することにより、より良い解決を図ることができるというのが、地域自治に
おける基本的な考え方です。
また、超高齢化社会の進展に伴う社会的弱者の増加や、大きな地震や水害など自然災害の増加に伴い、住民

自身がお互いに助け合うことが必要な場面が増加していることから、地域の互助や振興を図る地域自治組織の
重要性がより一層高まっています。
しかしながら近年では、どの自治体においても各地域自治組織において、担い手や協力者が不足するなど、

地域自治組織の運営について様々な課題が顕在化しています。

東神楽町の各地区公民館
組織は社会教育法上で定
義される公民館と比べて
色々な活動をしている
ね！

東神楽町地域自治推進条例策定の目的・背景

【東神楽町における地域自治組織の特徴】
現在東神楽町では、７地区の公民館組織が主導し様々な地域活動が展開されていますが、この、「地区公民

館組織」が主となって各町内会・行政区、任意団体と協力関係を築きながら様々な活動を展開しているのは、
他自治体でもあまり例が無く、東神楽町独自の取り組みであるといえます。
とりわけ社会教育法上に定義されている「公民館」の事業と比較し、東神楽町の「地区公民館組織」は各町

内会・行政区、任意団体との連携事業等、社会教育法上の公民館と比べ、より広義的かつ主体的な活動を展開
しています。

【目的】
東神楽町地域自治推進条例を策定することで、東神楽町独自の枠

組みを踏襲しつつ、「地区公民館組織」や町内会・行政区・各種団
体が主体的かつ効率的に地域活動に取り組めるよう、条例の制定に
よって各地域自治組織の権能を明確化させ、地域住民が自発的にま
ちづくりに参画できる体制の構築を目的としています。
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東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会の概要

【委員構成について】
各地区の公民館長（運営委員長）、東神楽町市街振興協会会長、ひじり野団地振興協会会長、公募より選任した委

員合計１２名により構成されています。

【協議内容】
（仮）東神楽町地域自治推進条例策定に向けた協議

【開催日程】
第１回目検討委員会開催予定日 令和5年11月25日（土）
第２回目検討委員会開催予定日 令和6年2月下旬
第３回目検討委員会開催予定日 令和6年4月下旬
第４回目検討委員会開催予定日 令和6年6月下旬
第５回目検討委員会開催予定日 令和6年8月下旬
※協議の進捗状況によって開催回数が増える可能性があります。

【任期】
令和5年11月25日～令和6年12月31日

【東神楽町自治推進条例の策定スケジュールについて】

フェーズ１（検討委
員会１、２回目）

•条例策定の背景、目的の共
有

•課題の共有、協議

•住民アンケートの実施 等

フェーズ２（検討委
員会３回目）

•フェーズ１で把握した課題
への対応策についての協議

•各組織の権限明確化につい
ての検討 等

フェーズ3（検討委員
会４回目）

•事務局より条例案等を提示
し協議

•住民説明会及びパブリック
コメントの実施 等

フェーズ4（検討委員
会5回目）

•最終条例案の協議

•提言書の作成、合意等

※ 策定スケジュール詳細は別紙参照願います
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【まちづくりの方向性】
「第8次東神楽町総合計画」（2013～2024年度）では、「笑顔あふれる花のまち～みんなで築こう活力ある東
神楽」を将来像として掲げています。さらに、「花と緑に包まれた美しく安全なまちづくり」「連携と協働で
築く自主自立のまちづくり」などを基本目標に据えています。

「地区別まちづくり計画」（2016～2024年度）は、町内7つの公民館地区ごとに、地域の実情をよく知る地区
住民と役場職員が中心となり、地区のまちづくりの目標や課題、その解決方法、住民と行政が協働して取り組
んでいく活動をまとめています。
⇒東神楽町では住民と連携・協働したまちづくりが進められています。

みんながまちづくりに
積極的に参加する土壌が
出来ているんだね

東神楽町におけるまちづくりの方向性

各地区公民館一覧 事業実績（一部抜粋）

東聖地区公民館 芸能発表会、文化部鑑賞ツアー、各種イベント等

中央地区公民館 中央地区花火大会、各種イベント等

忠栄地区公民館 道路の草刈り、敬老会等

稲荷地区公民館 健康と稔に感謝の日へ、社会学級講演会等

八千代地区公民館 地域の集い、勤労感謝祭等

志比内地区公民館 春の花植え、道路愛護、敬老会等

聖台地区公民館 そば食わん会、収穫感謝際等
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東神楽町における各地域自治組織の役割

【地域自治組織の役割について】
東神楽町では右図、下表のように、行政区、町内会、各種

団体等が各地区公民館組織と連携、協力しながら様々な役割
を担っています。
これらについて東神楽町地域自治推進条例を策定し各団体

の活性化を目指します。

各地区公民
館組織

NPO

法人

区・行
政区

民生委
員・児童
委員

各種法人
・団体

地
域
自
治
組
織

行
政

誰でも参加可能
な開かれた場！

協働・連携

各地域自治組
織の役割

公
民
館

町内会・行
政区（子供
会含む）

各
種
法
人
・
任
意
団
体

民
生
委
員
・
児
童
委
員

老
人
ク
ラ
ブ

ス
ポ
Ⅰ
ツ
協
会
・
文
化
連
盟

交
通
・
防
犯
・
消
防
団
体

P
T
A
・
Ｃ
Ｓ

社
会
福
祉
協
議
会

自治（地区別計
画、自己実現、
行政との協働）

● 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

地域環境（花の
まち、環境衛
生）

● 〇 △

安全安心（防災、
防犯、交通安全、
消防他）

● 〇 △ 〇

福祉（見守り、
支えあい他）

● 〇 △ 〇 〇 〇

交流（交流会、
サロン他） ● 〇 △ 〇 〇 〇

教育（社会教育、
コミュニティス
クール、文化交
流等）

● 〇 △ 〇 〇 〇 〇

子育て（子供会
他） ● 〇 △ 〇 〇 〇

・理念 ・団体認定（地区公民館、区・町内会等）
・役割 ・責務 ・機能の認定 ・地区別計画の
位置づけ、他

東神楽町地域自治推進条例

住民

支援策

地区別計画
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【課題の抽出】
第２～３回地域自治推進条例策定委員会までに、公民館長、町内会長、行政区長、各種団体、住民等に対し

アンケート調査を行い課題を抽出し、地域自治推進条例の策定を契機に解決したい検討テーマを洗い出します。

検討テーマ 検討の視点 解決策、方向性のイメージ

町内会加入促進支援

加入促進支援 〇〇〇〇〇

財政的負担の軽減 〇〇〇〇〇

事務負担の軽減 〇〇〇〇〇

公民館事業の活性化

行政区・町内会との連携 〇〇〇〇〇

事務負担の軽減 〇〇〇〇〇

事業参加者増加の取り組み 〇〇〇〇〇

検討テーマの例

【地域自治推進条例に盛り込むべき事項の検討】
抽出した検討テーマをもとに、理念・団体認定（地区公民館、行政区、町内会等）、役割、責務等、地域

自治推進条例にて盛り込むべき要素を決定。第３回協議会において事務局より条例素案を提出し協議を進め
て参ります。

東神楽町地域自治推進条例策定に向けた各種課題の把握について



「社会教育法上の公民館」とは？？

用語解説

地域自治組織

地域自治組織は、より良い地域づくりを進めるために、住民や地域団体、NPO、事業者など地域に関わる多様な人たち

が自主的・自発的に作る組織です。地域の安全、教育、福祉、環境などさまざまな課題について情報を共有し、解決に向

けて話し合い、協力・連携して活動に取り組みます。

～社会教育法の条文を一部抜粋～

第二十条
公民館は市町村その他一定区域内の住民のために実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、も

つて住民の教養の向上、健康の増進、情操の鈍化を図り生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

第二十一条
公民館は市町村が設置する。

第二十一条
公民館に館長を置き、主事その他必要な職員を置くことができる。

２ 館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施その他必要な事務を行い、所属職員を監督する。（以下略）

以上の通り社会教育法上では「公民館は市町村が設置する。」とされており、東神楽町においても「公民館条例」にお
いてその設置根拠が明示されています。しかしながら東神楽町では各地区公民館が実施する事業については、住民が自
発的に町内会・行政区・各種団体と連携を取りながら実施しており、社会教育法上の「公民館」よりも広義的な意味合
いがあります。



        　　　　 年

月

週 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬

地域自治推進条例策定委員会

（５回開催、12名）

地域自治推進条例住民説明会

（２回）

アンケート調査（町内会長・行政区長等）

アンケート調査（町民等）

パブリックコメント

基本構想検討

（趣旨、内容、条文構成、各団体の役割等）

条例案作成

提言書提出、議会上程

東神楽町地域自治推進条例策定スケジュール（案）

11月 12月 1月 2月 3月 4月

令和5年 令和6年

備考欄

１１月5月 6月 7月 8月 ９月 １０月



東神楽町地域自治推進条例策定検討委員会 外部アドバイザー略歴 

 

 

東京大学大学院教育学研究科 教授  

牧野 篤 

まきの あつし  

愛知県出身。名古屋大学大学院修了。博士（教育学）。専門はもともと中国近代教育思想、今は

それに加えて社会教育･生涯学習を担当。日本のまちづくりや高齢化と過疎化問題、中国･台湾

のコミュニティ教育･少子高齢化問題などに関心がある。最近では、自治体とともに公民館や

生涯学習の共同調査実施、多世代交流型コミュニティの構築、企業とともに「ものづくりの社

会化」プログラムなどを運営している。 

 

北海道大学公共政策大学院 教授 

山崎 幹根 

やまざき みきね 

三重県出身。1990 年北海道大学法学部卒業。1995 年北海道大学大学院法学研究科博士課程単

位取得退学。2001 年北海道大学大学院法学研究科助教授。2005 年北海道大学公共政策大学院

助教授。博士(法学、北海道大学)。専攻は地方自治論。 


